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Ⅱ．各重点分野における規制改革 

 

１ 社会保障・少子化対策 

 

(２) 福祉、保育、介護分野 

 

① 保育分野 

 

ア 抜本的な保育制度改革 

 

（エ）官民イコールフッティングによる民間事業者の参入促進 

  認可保育所には市町村が開設する公立と、「官」以外が設置主体となる私

立がある。また、公立の中には、市町村が運営する「公営」と、民営化され、

社会福祉法人を始めとする民の経営による「私営」がある。 

  近年の認可保育所の設置状況を「社会福祉施設等調査」（厚生労働省）で

見ると、箇所数の推移では、公立が減少、私立は反対に増加傾向にあり、平

成19年現在では公立がまだ過半を占めているが、早晩、公私比率は逆転する

と予想される。 

  同じ認可を受けた保育所であっても、経営主体によって、そのサービス内

容は大きく異なっている。例えば、障害児保育を除く、その他の様々な種類

の保育実施率は、私営がすべて公営を上回っている。 

  一部の地方公共団体では公設民営化の動きがあるが、平成18年の私営は

363箇所と公立全体に占める割合はわずか３％に過ぎず、公立保育所のほと

んどは依然公営である。また、私立の認可保育所の内訳では、社会福祉法人

による経営が９割と圧倒的に多く、平成18年までの５年間で約1,300箇所も

増えている。一方、多様な利用者ニーズに応えるサービスの提供者として期

待される株式会社やＮＰＯを含む「その他法人」が経営する比率は、平成18
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年で５％にとどまっており、保育所事業への参入が進んでいないことがわか

る。 

  地方公共団体が公立保育所の民営化を進める際、国の規制がないにもかか

わらず、移管先を社会福祉法人に限定するケースが多いため、株式会社立と

なる事例はごく稀である。また、現在、私立保育所への施設整備交付金は、

社会福祉法人立の保育所に限られており、株式会社、ＮＰＯ法人は補助対象

外である。社会福祉法人が半「官」的な存在とすると、実質的な官民のイコ

ールフッティングがはかられていないと言える。さらには、保育所運営では

株式会社であっても社会福祉法人会計が求められており、株主への配当が制

限されるなど、参入の大きな障害となっている。 

  そのため、サービス供給量の拡大に向けて、多様な民間事業者の参入を促

す環境整備を図るためには、上記のような阻害要因を早急に取り除くべきで

ある。 

 具体的には、 

  ○施設整備交付金を社会福祉法人以外の民間事業者にも給付する 

  ○株式会社には企業会計の適用を認める 

  ○民営化の際、社会福祉法人以外の民間事業者を排除しないよう地方公共

団体への指導を徹底する 

 等の対策が必要である。なお、１点目については、憲法89 条の解釈問題が

背景にあるものの、介護保険など、既に直接補助を行っている例に照らせば、

直接補助を行うことによりほぼ解決できると考える。 



3 

 

 

 

第３ 都が実施すべきこと 

１ 国に求める認可保育所改革 

 

（３）多様な運営主体の参入に向けた規制緩和 

○ 認可保育所の待機児童が急増し、多様な保育サービスが求められてい

る中、「選択」と「競い合い」を通じて保育サービスの向上を図ってい

くため、また待機児童解消に向け保育の総量を増やすため、認可保育所

へ多様な運営主体が参入しやすい仕組みづくりが必要となっている。 

○ そのためには、「中間のまとめ」でも述べたように、事業者間の対等

な競争条件を整えられるよう、現行のシステムにおける補助制度、税制

面等の見直しが必要であり、都は国に対し、強くその改革を働きかけて

いくべきである。 

○ また、大都市においては土地を自己所有することが難しく、賃借物件

での保育所の設置が現実的である。既に賃借方式は平成１２年度から規

制緩和により認められているが、開設時における施設改修費や家賃の負

担が重く、実際には普及していない。施設改修費への補助や、運営費の

使途制限を一層緩和し、柔軟に活用できるよう、国に提案要求していく

べきである。 

 

「都市型保育サービスへの転換と福祉改革」（東京都） 

（平成１６年５月）（抜粋） 


